
本庄市空き家利活用補助金のご案内

問い合わせ先

〒３６７－８５０１

本庄市本庄３丁目５番３号

本庄市都市整備部都市計画課 計画係

TEL ０４９５－２５－１１３６（直）

FAX ０４９５－２４－０２４２

E-mail tosikei@city.honjo.lg.jp



1

のために を する際に

要する の一部を補助します

※非営利を目的として
１０年間活用することが条件です
※居住用家屋の改修は対象外です

補助額
最大 万円

以下のような を行うための が対象となります

１年以上使用のない空き家

として活用

傷んだ の改修

として活用

古くなった の張替え

として活用

の改修

として活用 として活用

の改修
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【 空き家利活用補助金の交付対象要件 】

本庄市空き家利活用補助金交付要綱の要件を満たす次の空き家の改修工事等に対し、補

助金を交付します。

補助対象事業（交付要綱第３条）

地域コミュニティの促進を図ることを目的とする施設として利用するために空き家の改

修工事等を行う事業で、以下の条件を満たすもの。

〇改修後の建物の全部を１０年以上継続して活用すること

〇営利活動（※）、政治活動、宗教活動、選挙活動を目的としないこと

※団体の種類（非営利法人等）に関わらず、施設等の運営に際し、その収益を家

賃・光熱費・人件費等の管理運営費以外に充てていることを指します。交付申請

時に収支計画、事業開始後に毎年収支決算を確認します。

補助対象用途（交付要綱第３条）

地域コミュニティの促進に資するもの。

※上記以外の用途でも地域コミュニティの促進に資すると認められる場合は補助対象

となります。

補助対象空き家（交付要綱第４条）

次のいずれにも該当する空き家。

〇市内に存し、昭和５６年６月１日以後に工事に着手された建築物であること

（ただし、昭和５６年５月３１日以前に着工された建築物で耐震性能が確保されて

いるもの、耐震改修工事を行うものは対象）

〇補助対象空き家及び一体的な利用に供される敷地・建築物が１年以上使用のないも

の

〇公共事業等の補償対象となっていないもの

〇所有権以外の権利が設定されている場合は、当該権利の権利者から改修工事等につ

いて同意を得ているもの

〇国又は地方公共団体が所有していないもの

活用用途 具体例

まちづくりの活動拠点施設 市民活動・グループ活動を行う施設、貸し会議室 等

交流施設 集会所、子ども食堂、高齢者の居場所 等

体験学習施設、教育施設 防災体験学習、放課後学習支援施設 等

創作活動施設 手工芸、絵画、料理教室等を行う施設 等

文化施設 美術作品展示施設 等

滞在型体験施設 移住体験宿泊施設 等
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補助対象者（交付要綱第５条）

市税に滞納が無く、次のいずれかに該当する者。

〇補助対象空き家の所有権又は売却もしくは賃貸を行うことができる権利を有するも

の（所有者等）

〇所有者等の同意を得て補助対象事業を行う者

〇補助対象空き家を賃貸し、所有者等の同意を得た者又は購入しようとする者

補助対象工事（交付要綱第６条）

補助対象事業を行うために必要な改修工事。

※補助対象事業を行うために必要な工作物の設置は補助対象工事とします。

※家電製品（エアコン・冷蔵庫・テレビ等）その他の物品（パソコン・レジスター・

机等）の購入及びその設置工事は含まれません。

補助対象区域（交付要綱第４条）

市内全域

補助金額（交付要綱第７条）

補助対象工事に要する費用の２／３の額

都市機能誘導区域内（※）：最大１００万円

その他の区域 ：最大６０万円

※本庄市立地適正化計画における「都市機能誘導区域」については次ページ参照。

外装工事 屋根、外壁等の改修工事

内装工事 内壁、床（畳）、天井等の改修工事

給排水工事 台所、浴室、洗面所、便所等の改修工事

設備工事 電気設備、ガス設備、空調設備、通信設備等の改修工事

増改築工事 耐震診断及び耐震改修工事を含む

ただし、補助対象空き家の全部を建て替えるものを除く

その他の工事 用途の変更に伴い、法令上必要となる工事
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【 都市機能誘導区域図 】

※区域の境界付近等で判別が困難な場合につきましては、問い合わせ先までご連絡ください。

都市機能誘導区域

本庄駅周辺

本庄早稲田駅周辺

児玉駅周辺
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事前相談

補助対象の可否について、事前に判断いたします。「交付申請書」に必要事項を記入し、

都市計画課（市役所２階）で「事前相談」をしてください。

申請方法

申請前に事前相談をした「交付申請書」に添付書類を添えてお申込みください。

なお、業者や代理人等に申請手続きを委任する場合には、委任状（任意様式）の提出が

必要になります。

申請書等の受付窓口

本庄市役所２階 都市計画課【電話：０４９５－２５－１１３６（直）】

※申請書等を郵送で提出する場合は、下記まで送付してください。

郵便番号：３６７－８５０１

住 所：本庄市本庄３丁目５番３号

宛 名：本庄市都市整備部都市計画課 計画係 宛

現場確認

申請書及び実績報告書の提出後、職員にて現場確認を実施します。補助対象空き家の立

地条件や改修内容等によっては、敷地内への立ち入りや申請者の立ち合いを求めることが

あります。

その他

申請書等の様式については、本庄市ホームペ―ジ（http://www.city.honjo.lg.jp/）か

らもダウンロードできますのでご利用ください。
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補助申請の流れ

※申請は必ず工事業者との契約前かつ着工前に行ってください。

約１か月

約２週間

約２週間

約２週間

事前相談

工事業者契約

着工

●補助金の申請について、事前にご相談ください。

●「交付申請書」と「添付書類」を提出してください。

※申請内容を書類・現場確認にて審査いたします。

（記入例１０，１１ページ）

●「交付決定通知書」を申請者又は代理人に送付いたします。

※概算払い、前払いを請求する場合は「交付請求書」に必要事項

を記入して、提出してください。（記入例２１ページ）

●「交付決定通知書」が届いてから、着工してください。

※申請内容を変更するとき、又は補助事業を取り止めるときは

「変更（中止）申請書」により届け出てください。

（記入例１７ページ）

●工事が完了次第、「実績報告書」と「添付書類」を提出してくだ

さい。（記入例１８ページ）

※報告内容を書類・現場確認にて審査いたします。

※交付申請年度の３月末日までに提出する必要があります。

●「交付額確定通知書」と「交付請求書」を郵送いたします。

●「交付請求書」に必要事項を記入して、提出してください。

（記入例２０ページ）

●「交付請求書」の内容確認が終了次第、指定の口座に補助金を振

り込みます。

補助申請

補助金の交付決定

工事完了

実績報告

補助金額の確定

補助金の請求

補助金の受取

利活用の状況報告 ●事業開始後１０年間、毎年５月末までに前年度の活動状況を報

告してください。（記入例２２ページ）

※状況に応じて現地調査をする場合がありますのでご協力くだ

さい。
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提出書類のチェックリスト

交付申請時の提出書類

ﾁｪｯｸ 用意する書類 注意事項

① 交付申請書
様式第１号

※記入例（１０，１１ページ）

② 位置図
住宅地図や Googleマップなど空き家の位置が明確に
分かるもの。

③ 補助対象工事に要する費用の見積

書

工事業者から取得。補助対象工事以外の工事を同時に

行う場合は工事の内訳が分かるもの。

④ 現況写真

全景及び工事個所の現況写真

・全景→空き家の全景が移っているもの。

（良い例）家屋全体が （悪い例）一部が拡大され

写っている。 ている。

・工事箇所の現況→工事を行う前の状態が分かるもの。

（床を改修する場合の例）（便所を改修する場合の例）

⑤ 登記事項証明書

さいたま地方法務局法務局本庄出張所で取得可能

書 類 名：登記事項証明書（家屋）

取得料金：６００円（書面請求）

電 話：０４９５－２２－３２６４

未登記物件である場合、不動産登記手続きが必要とな

ります。詳細は法務局へ直接お問い合わせください。

⑥ 事業計画書
様式第２号

※記入例（１２ページ）

（一部を解体する場合のみ）

⑦ 建設業者の建設業許可証の写し

又は

建設工事に係る資材の再資源化等

に関する法律第 23条第 2項の規
定による通知の写し

工事業者から取得してください。
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実績報告時の提出書類

（昭和５６年５月３１日以前に着工

された建築物で耐震改修工事を

行わない場合のみ）

⑧ 建築士が作成した耐震診断報告書

及び

耐震診断を実施した者の建築士免

許証の写し

工事業者から取得してください。

・建築士が作成した耐震診断報告書

→耐震診断評点１．０以上のもの

（相続人が申請する場合のみ）

⑨ 所有者との関係性が確認できる戸

籍謄本又は除籍謄本

所有者の本籍地を管轄する役場にご確認ください。

※本市に本籍がある場合は、本庄市役所市民課、支所

市民福祉課で取得可能です。取得料金は以下のとおり

です。

・戸籍謄本：４５０円

・除籍謄本：７５０円

（法人又は団体が申請する場合の

み）

⑩ 法人・団体概要書

任意様式

※参考様式（１３ページ）

（申請者が所有者等ではない場合、

所有者等が複数いる場合のみ）

⑪ 所有者全員からの同意書

任意様式

※参考様式（１４ページ）

（代理人が手続きをする場合のみ）

⑫ 委任状

申請手続き等を代理人（業者等）に委任する場合、委

任状（任意様式）の提出が必要となります。

※参考様式（１５ページ）

⑬ 債権者登録申出書

（振込口座の指定）

申請者の銀行口座を記入

※記入例（１６ページ）

⑭ その他市長が必要と認める書類等

（ ）
該当がある場合のみ

ﾁｪｯｸ 用意する書類 注意事項

⑮ 実績報告書
様式第６号

※記入例（１８ページ）

⑯ 工事請負契約書の写し 請書でも可
うけしょ
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⑰ 工事完了写真

改修工事等を行ったことが分かる写真

（床を改修した場合の例）（便所を改修した場合の例）

⑱ 工事代金領収書又は請求書の写し
補助対象工事以外の工事を同時に行った場合は工事

の内訳が分かるもの。

⑲ 補助対象事業の開始を証明する書

類

提出書類の例

・子ども食堂

→食品営業許可書の写し（保健所が作成したもの）

・放課後学習支援施設

→放課後児童健全育成事業開始届（児童福祉法第３４

条の８第２項に規程する届出）の写し

・移住体験宿泊施設

→旅館業許可書の写し（保健所が作成したもの）

・すべての施設

→個人事業の開業・廃業等届出書、オープン時のパン

フレットやチラシ等

（耐震改修工事を行った場合のみ）

⑳ 建築士が作成した耐震診断報告書

及び

耐震診断を実施した者の建築士免

許証の写し

及び

改修工事設計図

及び

建築士による工事管理及び現場検

査報告書

・建築士が作成した耐震診断報告書

→耐震診断評点１．０未満のもの

・改修工事設計図

→耐震診断評点が１．０以上になるように設計した

もの

・工事監理及び現場確認検査報告書

耐震改修工事設計書と同内容で工事を行ったことを

証明する工事管理署及び報告書。

建築士が作成したものを提出してください。

（賃貸又は購入する場合のみ）

㉑ 賃貸契約

又は

売買契約書の写し

登記簿上の所有者と申請者の契約であることが分か

るもの。

㉒ その他市長が必要と認める書類等

（ ）
該当がある場合のみ
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様式第１号（第８条関係）

本庄市空き家利活用補助金交付申請書

令和〇年 〇月 〇日

（あて先）本庄市長

申請者 住所 本庄市〇〇△丁目△番△号

氏名 特定非営利活動法人 〇〇〇〇

代表 本庄 太郎

電話番号 ０４９５－〇〇－〇〇〇〇

※平日の日中に連絡を取れる番号

本庄市空き家利活用補助金の交付を受けたいので、本庄市空き家利活用補助金交付要綱第

８条の規定により、下記のとおり関係書類を添えて申請します。

記

１ 補助対象空き家の所有者

住所 本庄市〇〇△丁目△番△号

氏名 〇〇〇〇

２ 補助対象空き家の所在地

本庄市〇〇△△△△番地△

（ 都市機能誘導区域内 ・ その他の区域 ）

３ 補助対象工事

・内装の改修工事（リビングの内壁・床、台所の床）

・給排水の改修工事（台所、便所）

・設備の改修工事（リビングの電気・通信、台所の電気・ガス）

・増築工事（和室の一部）

・耐震診断および耐震改修工事

４ 補助対象工事に要する費用

〇，〇〇〇，〇〇〇 円

※事業に関係しない部屋や設備の工事費は補助対象外

※補助対象工事に要する費用の２／３（都市機能誘導区域は１００万円、その他の区域は６０万円を上限）

①交付申請書（様式第１号）（記入例）
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５ 補助金申請額

１，０００，０００ 円

６ 用途区分

交流施設

７ 補助対象事業

子ども食堂

８ 工事予定期間

令和〇年 〇月 〇日 ～ 令和〇年 〇月 〇日

※年度内の工事終了が交付の条件となりますので、工期の設定にはご注意ください。

９ 備考

・本申請に係る事項について、市税に滞納がないことを確認することに同意します。

１０ 添付書類

（１） 位置図

（２） 補助対象工事に要する費用の見積書

（３） 現況写真（建物及び敷地の状況が分かるもの）

（４） 登記事項証明書

（５） 事業計画書（様式第２号）

（６） 補助対象空き家の一部を解体する場合は、建築業者の建設業許可証の写し又は建

設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第２３条第２項の規定による通知の写し

（７） 昭和５６年５月３１日以前に着工された建築物で、耐震改修工事を行わない場合

は、建築士が作成した耐震診断報告書及び耐震診断を実施した者の建築士免許証の写し

（８） 所有者等の相続人が申請する場合は、所有者等との関係が確認できる戸籍謄本又

は除籍謄本

（９） 申請者が法人又は団体の場合は、法人・団体概要書

（１０） 申請者が所有者等でない場合は、所有者等全員からの同意書

（１１） 申請者が所有者等であって、補助対象空き家に他の所有者等がいる場合は、所

有者等全員からの同意書

（１２） その他市長が必要と認める書類等
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様式第２号（第８条関係）

事業計画書

事 業 名 子 ど も 食 堂

用 途 区 分

※次のうち、いずれか１つの番号を〇で囲むこと

１ まちづくりの活動拠点施設 ２ 交流施設

３ 体験学習施設 ４ 教育施設 ５ 創作活動施設

６ 文化施設 ７滞在型体験施

８ その他（ ）

事業の目的

子どもに食事を提供することで子育て世帯を支援するとともに、

食を通じ多世代が交流する地域コミュニティの場を提供すること

で、空き家を活用した魅力ある地域づくりを推進する。

事業の

対象者
１８歳未満の子ども

事業の内容

・子どもたちへの食事の提供

平日：１６時から２０時まで、土日祝：１１時から１９時まで

・学習ルームを設け、ボランティアが子どもたちの学習を支援する

・常時ボランティア５名を配置し、安定的な運営を行う

事 業 期 間
令和〇年〇月〇日 から 令和〇年〇月〇日まで

※開始から１０年間

年間

スケジュール

４月 入学式パーティ

８月 夏休みランチタイム営業

１２月 クリスマス会

３月 卒業式パーティ

収 支 計 画

【収入】 【支出】

〇〇補助金 〇〇円 家賃 〇〇円

食事代 〇〇円 光熱費 〇〇円

食材費 〇〇円

人件費 〇〇円

※収入が支出を大きく超過した場合には、営利活動と判断し、補助

金の交付対象となりませんのでご留意ください。

事業の開始

予定年月日
令和３年１２月１日

⑥事業計画書（様式第２号）（記入例）

※
別
紙
を
添
付
す
る
な
ど
、
で
き
る
だ
け
詳
細
に
ご
記
入
く
だ
さ
い
。
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法 人 ・ 団 体 概 要 書

※設立資料や総会資料を添付するなど、できるだけ詳細にご記入ください。

法人・団体名 特定非営利活動法人 ◯◯◯◯

所 在 地
本庄市〇〇△丁目△番△号

TEL：0495(〇〇)〇〇〇〇 FAX：0495(〇〇)〇〇〇〇

役 員 代表 本庄 太郎

設 立 年 月 平成◯年◯月◯日

事 業 内 容

子どもの健全育成を図る活動

子育て世帯を支援する活動

所 属 人 数 ◯◯名

主 な 実 績

平成〇年 絵本作成

平成〇年 子ども会で映画上映

平成〇年 夏休み自由研究教室開催

法人・団体沿革

平成◯年 設立、認証

平成〇年 子ども教育支援事業開始

平成〇年 〇〇事業所設立

⑫法人・団体概要書 参考様式
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同意書

（あて先）本庄市長

下記の家屋について、「本庄市空き家利活用補助金」の交付を受けるための

補助金申請及び家屋の改修工事等の手続きについて同意いたします。

記

【空き家】

所 在 地：本庄市〇〇△△△△番地△（補助対象空き家の住所ではなく所在地番）

種 類：居宅

構 造：木造２階建

登記簿上の所有者：本庄 次郎

【所有者】

令和 〇年 〇月 〇日

住 所：本庄市〇〇△丁目△番△号（申請者ではなく所有者の住所）

氏名（自署）：本庄 三郎 （申請者ではなく所有者の氏名）

※所有者が複数いる場合には、全員の署名が必要です。用紙は別々でも構いません。

⑬同意書 参考様式
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委任状

（あて先）本庄市長

本庄市 （補助対象空き家の所在地番） に存する家屋について、「本庄

市空き家利活用補助金」を交付申請するにあたり、下記の者に本補助金に係る

一切の手続きを委任いたします。

記

【代理人】

住 所：本庄市〇〇△丁目△番△号

氏 名：〇〇〇〇

※代理人が事業者となる場合には、事業所名・代表者名・担当者名をご記入ください。

【委任者（申請者）】

令和 〇年 〇月 〇日

住 所：本庄市〇〇△丁目△番△号

氏名（自署）：特定非営利活動法人 〇〇〇〇

代表 本庄 太郎

⑭委任状 参考様式
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債 権 者 登 録 申 出 書（ 新規 ・ 変更 ）

申請年月日 令和〇年 〇月 〇日

本庄市長 あて

私が本庄市から受ける支払金について、下記の預金口座にお支払いください。

区 分 １ 新規登録 ２ 変更 （どちらかに○印）

債

権

者

情

報

氏 名

または

法人・団体等

名称 ※

(ﾌﾘｶﾞﾅ)ﾄｸﾃｲﾋｴｲﾘｶﾂﾄﾞｳﾎｳｼﾞﾝ〇〇〇〇 ﾀﾞｲﾋｮｳ ﾎﾝｼﾞｮｳ ﾀﾛｳ 生 年 月 日

(漢字) 特定非営利活動法人 〇〇〇〇

代表 本庄 太郎

※法人・団体等は、代表者の役職と氏名も記入してください。

個人の場合は氏名のみ記入

債権者、申請者、口座名義人は同じにしてください

明・大・昭・平・西暦

年 月 日

申請者が個人の場合のみ

※法人・団体等は記入不要

住 所

〒 〇〇〇 － 〇〇〇〇

本庄市〇〇△丁目－△番－△号

電話番号 ０４９５－〇〇－〇〇〇〇 ＦＡＸ番号 ０４９５－〇〇－〇〇〇〇

振

込

口

座

情

報

振 込 先

金融機関

銀行 ・ 信用金庫 本店

〇〇 農協 ・ 信用組合 本庄 支店

労働金庫 出張所

預金種別
１ 普通 ２ 当座 ３ その他

（ ）

口座番号

（右づめ）
〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

口座名義

(ﾌﾘｶﾞﾅ)ﾄｸﾃｲﾋｴｲﾘｶﾂﾄﾞｳﾎｳｼﾞﾝ〇〇〇〇 ﾀﾞｲﾋｮｳ ﾎﾝｼﾞｮｳ ﾀﾛｳ

(漢字)特定非営利活動法人 〇〇〇〇 代表 本庄 太郎

変

更

情

報

変更の場合のみ記入 該当する変更項目に○印

（変更項目）

・氏名または法人等名称・住所・代表者・振込口座

・その他（ ）

（変更前の内容）

（変更年月日） 年 月 日

担当課記入欄

課 名：

担当者氏名：

受 付 日： 年 月 日

登 録 日： 年 月 日

債権者番号 ： №

特別職等名称：

個人番号収集 登録済・必要・不要

⑮債権者登録申出書（記入例）
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様式第４号（第１０条関係）

本庄市空き家利活用補助金交付決定変更（中止）申請書

令和〇年 〇月 〇日

（あて先）本庄市長

交付決定者 住所 本庄市〇〇△丁目△番△号

氏名 特定非営利活動法人 〇〇〇〇

代表 本庄 太郎

電話番号 ０４９５－〇〇－〇〇〇〇

※平日の日中に連絡を取れる番号

令和〇年〇月〇日付け本都指令第〇〇〇号で交付決定のあった本庄市空き家利活用補助

金について、下記のとおり変更（中止）したいので、関係書類を添えて申請します。

記

１ 補助対象空き家の所在地

本庄市〇〇△△△△番地△

２ 変更（中止）の内容

補助対象工事に台所の内壁改修工事を追加。

３ 変更（中止）の理由

一部に腐食が確認され、衛生上問題があるため。

４ 添付書類

(1) 交付申請時の添付書類のうち、変更に係るもの（中止の場合は不要）

(2) その他市長が必要と認める書類等

※市から通知する交付決定通知

書（様式第３号）の日付、番号を

ご記入ください。

交付決定変更申請書（様式第４号）（記入例）



18

様式第６号（第１１条関係）

本庄市空き家利活用補助金完了実績報告書

令和〇年 〇月 〇日

（あて先）本庄市長

交付決定者 住所 本庄市〇〇△丁目－△番－△号

氏名 特定非営利活動法人 ◯◯◯◯

代表 本庄 太郎

電話番号 ０４９５－〇〇－〇〇〇〇

※平日の日中に連絡を取れる番号

令和〇年〇月〇日付け本都指令第〇〇〇号で交付決定のあった本庄市空き家利活用補助

金について、下記のとおり関係書類を添えて報告します。

記

１ 補助対象工事に要した費用の総額

〇，〇〇〇，〇〇〇 円

２ 補助金交付決定額

１，０００，０００ 円

※交付決定通知書の交付決定額をご記入ください。

３ 補助対象空き家の所在地

本庄市〇〇△△△△番地△

４ 補助対象工事の完了年月日

令和〇年 〇月 〇日

５ 補助対象事業の開始年月日

令和〇年 〇月 〇日

６ 添付書類

（１） 工事請負契約書の写し

（２） 工事完了写真

（３） 工事代金領収書又は請求書の写し

⑰実績報告書（様式第６号）（記入例）

※市から通知する交付決定通知

書（様式第３号）の日付、番号を

ご記入ください。
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（４） 補助対象空き家の利活用の開始を証明する書類

（５） 耐震改修工事を行った場合は、建築士が作成した耐震診断報告書、耐震改修設

計図、工事監理及び現場検査の報告書並びに報告書等を作成した建築士の建築士免許

証の写し

（６） 補助対象空き家を賃借又は購入した場合は、賃貸借契約書又は売買契約書の写

し

（７） その他市長が必要と認める書類等
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様式第８号(第１３条関係)

本庄市空き家利活用補助金交付請求書

令和〇年 〇月 〇日

（あて先）本庄市長

交付決定者 住所 本庄市〇〇△丁目－△番－△号

氏名 特定非営利活動法人 ◯◯◯◯

代表 本庄 太郎

電話番号 ０４９５－〇〇－〇〇〇〇

※平日の日中に連絡を取れる番号

令和〇年〇月〇日付け本都発第〇〇〇号で交付額の確定のあった本庄市空き家利活用補

助金について下記のとおり請求します。

記

１ 請求金額 １，０００，０００ 円

※交付額確定通知書の交付額をご記入ください。

２ 振込先

※債権者登録申出書に記入した口座をご記入ください。

交付決定額(A) 既受領額(B) 今回請求額(C) 残額(A)－((B)＋(C))

1,000,000円 0円 1,000,000円 0円

振

込

口

座

金融機関名 〇〇銀行

支 店 名 本庄支店

口座の種別 普 通 ・ 当 座

口座番号 〇〇〇〇〇〇〇

(フリガナ) ﾄｸﾃｲﾋｴｲﾘｶﾂﾄﾞｳﾎｳｼﾞﾝ〇〇〇〇 ﾀﾞｲﾋｮｳ ﾎﾝｼﾞｮｳ ﾀﾛｳ

口座名義人 特定非営利活動法人 〇〇〇〇 代表 本庄 太郎

交付請求書（様式第８号）（記入例）

※市から通知する交付額確定通

知書（様式第７号）の日付、番号

をご記入ください。
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様式第８号(第１３条関係)

本庄市空き家利活用補助金交付請求書

令和〇年 〇月 〇日

（あて先）本庄市長

交付決定者 住所 本庄市〇〇△丁目－△番－△号

氏名 特定非営利活動法人 ◯◯◯◯

代表 本庄 太郎

電話番号 ０４９５－〇〇－〇〇〇〇

※平日の日中に連絡を取れる番号

令和〇年〇月〇日付け本都指令発第〇〇〇号で交付額の確定のあった本庄市空き家利活

用補助金について下記のとおり請求します。

記

１ 請求金額 ５００，０００ 円

※交付決定通知書の交付決定額の範囲内の額をご記入ください。

２ 振込先

※債権者登録申出書に記入した口座をご記入ください。

交付決定額(A) 既受領額(B) 今回請求額(C) 残額(A)－((B)＋(C))

1,000,000円 0円 500,000円 500,000円

振

込

口

座

金融機関名 〇〇銀行

支 店 名 本庄支店

口座の種別 普 通 ・ 当 座

口座番号 〇〇〇〇〇〇〇

(フリガナ) ﾄｸﾃｲﾋｴｲﾘｶﾂﾄﾞｳﾎｳｼﾞﾝ〇〇〇〇 ﾀﾞｲﾋｮｳ ﾎﾝｼﾞｮｳ ﾀﾛｳ

口座名義人 特定非営利活動法人 〇〇〇〇 代表 本庄 太郎

交付請求書（様式第８号）（記入例）概算払い又は前払い

※市から通知する交付決定通知

書（様式第３号）の日付、番号を

ご記入ください。
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様式第９号（第１５条関係）

本庄市空き家利活用活動状況報告書

令和〇年 〇月 〇日

（あて先）本庄市長

交付決定者 住所 本庄市〇〇△丁目－△番－△号

氏名 特定非営利活動法人 ◯◯◯◯

代表 本庄 太郎

電話番号 ０４９５－〇〇－〇〇〇〇

※平日の日中に連絡を取れる番号

本庄市空き家利活用補助金交付要綱第１５条の規定により、報告します。

※別紙を添付するなど、できるだけ詳細にご記入ください。

項目 内容

報告年度 令和３年度

活動の内容

・子ども食堂の運営

平 日：〇時～〇時：〇食提供／年

土日祝：〇時～〇時：〇食提供／年

・イベントの開催

４月（入学式パーティー〇名参加）、８月（夏休みランチタ

イム営業〇食提供）、１２月（クリスマス会〇名参加）、３月

（卒業式パーティー〇名参加）

活動の

収支決算

【収入】〇〇補助金 〇〇円 【支出】家賃 〇〇円

食事代 〇〇円 光熱費 〇〇円

食材費 〇〇円

人件費 〇〇円

※収入が支出を大きく超過した場合には、営利活動と判断し、補

助金の返還を求める場合がありますのでご留意ください。

活動の効果
年間〇日の運営で合計〇食を提供することで、子育て世帯へ

の支援と地域コミュニティの増進につながった。

その他
※効果が得られなかった場合の来年度の対策、今後の課題及び

取り組み方針等を記入してください。

活動状況報告書（様式第９号）（記入例）


